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本検討会における主要な論点について
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本検討会の背景と目的

背 景 目 的

 今年の9月にデジタル庁が立ち上がり、デジタル庁

のミッション・ビジョンを実現するためには、民間企
業等から登用した人材の知見を活用し、効率的且
つ効果的にシステムの構築やデジタルサービスの
提供を行うことが期待される

 他方、こうした人材が、システム調達等に当たり、
兼業先企業等に便宜供与等を行うことがないよう、
より一層の公平性や透明性の確保に努める必要
がある

 その際、アジャイル型のシステム開発など、新たな
開発ニーズを踏まえ、柔軟な調達制度の在り方に
ついても検討していくことが望まれる

 民間企業へのヒアリングや海外事例の調査等を通
じて、以下の項目に関する論点を取りまとめ、望ま
しい在り方について整理・検討をする

‒ 公平性・透明性の高い入札制限ルールの在り方

‒ 多様なシステム開発ニーズに対応した柔軟な調
達の在り方

 本日の検討会では今後の検討に向けて、課題の
整理、課題を検討するアプローチ、また主要な
論点を共有させていただきたい
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デジタル庁のミッションとビジョン

ミッション
誰のため、何のために

デジタル庁は存在するのか

誰一人取り残さないデジタル化を
進めることで、人々がそれぞれの
多様な幸せを実現できる社会をつくる

ビジョン
ミッション達成のためにデジタル庁が
組織として目指すべき理想像はなにか

国民向けの最高水準の行政サービス提供
を図り、各府省、地方公共団体、準公共部門
サービスのデジタル化・業務効率化を担う
デジタルサービス提供者

各府省に対する強力な総合調整機能を有
し、官民問わず能力の高い人材が集まり、
デジタルに関連する政策の企画立案を行
う、デジタル社会形成の司令塔
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デジタル庁のミッションとビジョンを実現するには、大きく2つのポイントがある

デジタル庁
民間企業

(常勤職員
または

非常勤職員（兼業者）)

採 用

1
民間から積極的な採用を行う

2
多様なベンダーから柔軟な調達を実現実現に必要な

ポイント

考慮する
ポイント

採用された民間人材が当該者が兼業する民間
企業等との関係において利益相反とならない
仕組みを確立する必要

アジャイル開発等、多様なシステム開発ニーズ
に応じた柔軟性の高い調達の仕組みを確立す
る必要
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今回の検討会を通じて、大きく2つのテーマを整理していく必要がある

公平性・透明性の高い入札制限ルールの在り方
（第二回検討会の主トピック）

多様なシステム開発ニーズに対応した柔軟な調達の在り方
（第三回検討会の主トピック）

1

2
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入札制限ルール（１）：
CIO補佐官制度が導入された初期（※）に存在した

政府調達における入札制限ルールは下記のとおり（標準ガイドラインの制定に伴い、現在は廃止）

資料: 情報システムに係る政府調達の基本方針(2007年3月1日、CIO連絡会議決定)より内容を抜粋

1

各工程の調達仕様
書の作成に直接関
与した事業者等に
関する入札制限

2
設計・開発等の工程
管理支援事業者等
に対する入札制限

「・・・調達仕様書の作成に直接関与した事業者及びその関連事業者(「財務諸表等の
用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和 38 年大蔵省令第 59 号)第 8 条に規定
する親会社及び子会社、同一の親会社をもつ会社並びに委託先事業者等の緊密な利
害関係を有する事業者をいう。以下同じ。)について、当該調達案件への入札制限を課
している 。

・・・これに加え、・・・要件定義等の工程支援に携わった事業者及びその関連事業者に
ついても、調達仕様書に関する入札制限が必要とされない場合を除き、当該調達案件
の入札に参加させないこととする。・・•」（P31〜32)

※ 仕様の妥当性確認を行った者が現に属す事業者（とそ
の関係会社）は当該案件に入札することができない

仕様検討
仕様

レビュー
入札公示 審査・決定

仕様検討等 委託業務

３ CIO補佐官及びそ

の支援スタッフ等
の属する事業者等
に対する入札制限

「・・・設計・開発等の工程管理支援事業者は、設計・開発等の工程において、調達担当
課室の立場で工程管理を担うことから、設計・開発等の工程管理支援事業者及びその
関連事業者については、当該情報システムの設計・開発等の調達案件の入札に参加
させないこととする。 ・・•」（P32)

「・・・CIO補佐官及びその支援スタッフ等(常時勤務を要しない官
職を占める職員、「一般職の任期付職員の採用及び給与の特
例に関する法律」(平成12年11月27日法律第125号)に規定する
任期付職員及び「国と民間企業との間の人事交流に関する法
律」(平成 11 年 12 月 22 日法律第 224号)に基づき交流採用
された職員を除く。以下、本項3において「CIO補佐官等」とい
う。)による調達計画書及び調達仕様書の妥当性確認並びに入
札事業者の審査に関する業務(以下、本項3において「妥当性確
認等」という。) について、透明性及び公平性を確保するため、
CIO補佐官等が現に属する又は過去2年間に属していた事業者
及びその関連事業者については、CIO 補佐官等が妥当性確認
等を行う調達案件(当該CIO補佐官等が過去に行ったものを含
む。)に、入札させないこととする。 ・・•」（P32)

（※）CIO補佐官は、当初は各府省での入札による調達（業務委託）、つまり官民の「組織」間契約であった。「ＣＩＯ補佐官プール制の導入に
ついて」（平 成 2 5 年 １ 月 ９ 日 各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）に基づいて内閣官房でCIO補佐官をプールし各府省へ
派遣する方式を導入するタイミングで「個人」契約に切り替えを実施。これにより、各CIO補佐官に国家公務員法が適用されるようになった。



7

入札制限ルール（２）：
標準ガイドライン（2014.12〜）に記載されている現行ルールは下記のとおり。
解釈に曖昧な部分が存在するとともに、ガイドラインに存在しない入札制限（仕様書の妥当性確認を行った者に対す

る過去の制限）について実際の仕様書に記載があるなどルールと運用にばらつきがある。

資料:デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン第3編 第6章より該当箇所を抜粋

b) 入札制限

透明性及び公正性並びに確実な契約履行等を確保
するため、次のｲ）からﾊ）までに掲げる者に対し、入
札制限を定めるものとする。

イ) 各工程の調達仕様書の作成に直接関与した事
業者は、透明性及び公正性の確保の観点から、当
該調達案件の入札に参加させないものとする。ただ
し、競争上何ら有利とならないと認められるときはこ
の限りでない。

ロ) 設計・開発等のプロジェクト管理支援事業者設
計・開発等のプロジェクト管理支援事業者（プロジェク
トの全部又は一部におけるプロジェクトの管理上生
ずる作業について、ＰＪＭＯを支援する事業者をいう。
以下同じ。）については、相互牽制の観点から、その
管理の対象となる情報システムの設計・開発の作業
に関する内容を含む調達案件の入札に参加させな
いものとする。

ハ) 監査対象である情報システムに関与した事業者
監査対象である情報システムに関与した事業者は、
監査の独立性及び客観性の確保の観点から、当該
情報システムの監査業務に関する調達案件の入札
に参加させないものとする。

標準ガイドライン (p63)

標準ガイドライン・同ガイドライン解説書における「調達仕様書の記載内容（入札制限関係）」の規定

標準ガイドライン（解説書） (p24)

[2]入札制限

同一プロジェクト内の調達案件間の「2.1)イ 調達案件
及び関連調達案件の調達単位、調達の方式等に関
する事項」を踏まえ、当該調達案件における入札制
限について記載する。 「各工程の調達仕様書の作成
に直接関与した事業者」に係る入札制限については、
関与の具体的な内容を踏まえる必要がある。

入札制限の対象には、当該事業者だけでなく関連事
業者 (「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関
する規則」 (昭和 38 年 11 月 27 日大蔵省令第 59 
号)第8条に規定する親会社及び子会社、同一の親会
社をもつ会社並びに委託先事業者等の緊密な利害
関係を有する事業者をいう。)が含まれることも明記す
る。

※昭和38年大蔵省令第59号 第8条

この規則において「親会社」とは、他の会社の議決権
（商法（明治三十二年法律第四十八号）第二百四十
一条第三項の規定により議決権を有しないこととなる
場合における当該議決権を含む。この条において同
じ。）の過半数を実質的に所有している会社をいい、
「子会社」とは、当該他の会社をいう。親会社及び子
会社又は子会社が他の会社の議決権の過半数を実
質的に所有している場合における当該他の会社も、
また、その親会社の子会社とみなす。

資料:デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン 解説書 （第3編 第6章(調達) より該当箇所を抜粋

最近の仕様書記載例

入札制限

本業務を直接担当する内閣官房CIO補佐
官が、その現に属する又は過去２年間に属
していた事業者及びこの事業者の「財務諸
表等の用語、様式及び作成方法に関する
規則」（※昭和38年大蔵省令第59号）第8
条に規定する親会社及び子会社、同一の
親会社を持つ会社並びに委託先等緊密な
利害関係を有する事業者は、本調達に関し
て入札に参加できないものとする。
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入札制限ルール（３）：
募集要項上の入札制限に関する記載は下記のとおり

内閣官房IT室非常勤採用

当該非常勤職員の現に所属する
か又は過去2年間に属していた業
者等については、当該非常勤職員
が妥当性評価および助言を行う調
達案件への入札はできません

CIO補佐官採用

原則として、採用された任期中に
応募者が担当する府省の情報シ
ステムおよび担当外の府省におい
て直接担当することとなった情報
システム関係の以下に係る契約へ
の入札に関し、兼業で所属してい
る事業者等の参加が制限されます

デジタル庁向け民間人材採用

原則として、採用された任期中に
応募者が仕様書作成など直接関
与することとなったプロジェクトに
関連する調達案件への入札に関し、
兼業で所属している事業者等の参
加が制限されます
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入札制限の該当性を明確に判断できないような事例も発生
保守的に応札を控える事業者や兼業を認めない事業者も存在。課題の整理と対応方針を検討する必要

入札制限ルール（４）：
入札ルールが不明確であるために発生しうる問題例

状

況

問

題

入札制限にかかる

運用の明確化・体制の整備

入札制限がかかる
対象会社の明確化

ケース④

 E社の職員e氏を、非常勤
職員として採用

 e氏は採用される際、調達

案件には関わらないという
前提で雇用契約を締結

 担当者不足の調達案件に
おいて急遽、提案評価者
を担わされることに

 E社に、予想外の入札制
限が発生することに

 A社の職員a氏を、非常勤
職員として採用

 その後、A社の資本構成が
変化し、新しくB社がA社の
筆頭株主に

 a氏が関与した案件に関し
て、A社の筆頭株主になっ
たB社は（安全をとって）、
応札ができないと判断

ケース①

 C社の職員c氏を、非常勤
職員としての採用を検討

 C社はサービスXをSIer経
由で政府に提供

 C社としてはc氏が関与す
る調達案件において、C社
サービスXの利用に制限
が生じるか明らかにしたい

 C社は、c氏に兼業を認め

るにあたり、政府に覚書の
締結を求めるも明確な回
答は得られず

ケース②

入札制限がかかる
対象行為の明確化

ケース③

 D社の職員d氏を、非常勤
職員として採用

 D社が入札を検討する調
達案件について、d氏が当

該調達担当者から一度だ
け仕様書レビューに関する
問い合わせを受けていた
ことが判明

 d氏が当該調達案件につ

いて若干ではあるが一部
関わったことをもって、D社

は（安全をとって）、応札で
きないと判断
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多様なシステム開発ニーズ：
例）高まるアジャイル開発のニーズに対して請負契約での対応は事実上困難

企画
要件
定義

調達 設計 開発 テスト

調達 運用

ウォーター
フォール開発
の工程例

請負契約（設計開発）

請負契約（運用保守）

企画
要件
定義

調達
スプリントアジャイル

開発の工程例

請負契約（設計開発＆運用）

設
計

開
発

テ
ス
ト

運用

運用

運用

スプリント

設
計

開
発

テ
ス
ト

スプリント

設
計

開
発

テ
ス
ト

請負契約では実現が困難（※）

※固定の請負契約
では、状況に応じた
スプリントの追加や
実施項目の変更が
難しい
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各テーマにおける課題を検討していくにあたって、
民間企業とのヒアリングの実施や、海外のデジタル庁に相当する組織を調査

中規模・大規模
国内ベンダー

業界団体

外資系IT企業

コンサルティング
企業

国内IT

サービス企業

民間企業のヒアリング(合計8社) 海外のデジタル庁に相当する組織の調査
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公平性・透明性の高い入札制限ルールの在り方
（第二回検討会の主トピック）

1
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「公平性・透明性の高い入札制限ルールの在り方」

民間企業とのヒアリングを通じた主な論点：

入札制限ルールの

明確化

日々の業務を通じた
ルール遵守のための

運用・管理

 利益相反と判断される対象者、対象行為、制限
対象企業の範囲等を明確化する必要

 入札制限について事前に理解・判断できる仕組
みが必要

サブテーマ 主な論点

 入札制限ルール遵守を担保するためにも、調達
前、調達中、調達後、それぞれにおける運用・管
理が必要

実際のコメント（例示的）

 調達に直接関与した範囲はなにか、
ルールとして定義されるべき

 全体会議等で得た情報等により、情報
不均衡が生じるケースも存在

 親子・兄弟以外の緊密な関係について
は例示があるべき

 事前にジョブ・ディスクリプションが規定
されていれば、考慮して判断が可能

 ルールが明確でないため、会社として
兼業を推せないし、IT人材の活用が進
んでいない懸念がある

 調達に直接関与していなくても疑わし
いと思われるポジションもある

 調達に応札する企業以外にも利益相
反が発生しうるのではないか



14

対象者 対象行為 制限対象企業の範囲
兼業者
の規模

オーストラリア
（DTA）

シンガポール
（GovTech）

イギリス
（GDS）

兼業者が存在しない。元民間企業の従業員に対する制限も設けていない

 上層部のみ対象

 トップが討議の末、対
象者を決定

 対象者の上司が制限
行為を決定（基本的に
は、調達の検討に参加
できない）

 当該民間企業の下請
け業者に対しても同様
のルールを適応

比較的
多い

なし

比較的
少ない

 マーケットプレイスで
参加意志を表示した
企業の兼業者が対象

 企画の作成までは関与
可能

 以降のプロセスには関
与不可能

 当該民間企業の下請
け業者に対しても同様
のルールを適応

資料：各国の状況について、直近業務を行っていた職員へのインタビュー調査を実施（ヒアリングベースのため一部不正確な情報が含まれている可能性があります）

 専門部署による徹
底した調達管理

 職員の申告により
利益相反を把握

入札制限ルール
入札制限への
対応策

「公平性・透明性の高い入札制限ルールの在り方」

海外事例調査：
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（参考①）オーストラリア（DTA）
徹底した管理をするべく、組織内の調達案件を管理をする専門部隊が存在

オーストラリア（DTA）の組織図

 デジタルマーケットプレイス（ベンダー入札
プラットフォーム）の開発と運営

 ベンダーリストの管理と精査

 入札制限ルールの管理 – 日々チーム内

でミーティングをし、新規プロジェクトについ
て、どのメンバーが制限対象となるのかを
特定し、プロジェクトの企画フェーズ以降に
関わらないように管理。日々のミーティング
を通じて、各案件を担当しているメンバー
を把握

DTAでは調達に関連する部隊が大きく2つ存在：

 マーケットプレイスとパネル部

 調達ポリシーと提携部

DTAの調達に関連する部隊の主な役割

マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス
と

パ
ネ
ル
部

調
達
ポ
リ
シ
ー
と

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
部

 マーケットプレイスにおける案件のベン
ダー確定後のベンダーとの交渉・契約対応

 デジタルマーケットプレイスの戦略立案

 調達に関する他省庁からの質疑応答対応

資料：各国の状況について、直近業務を行っていた職員へのインタビュー調査を実施（ヒアリングベースのため一部不正確な情報が含まれている可能性があります）
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（参考②）イギリス（GDS）：
ジョブディスクリプションやオンボーディング資料に、利益相反が発生する
可能性がある場合は、職員自ら忠告する仕組みである旨明記

ジョブディスクリプションに添付
されている「契約と条件」の例

 GDSではあるメンバーが調達プロセスに関わることで、利益相反

の発生が問われる場合は、自ら上司等に忠告することが基本的
な考え

 そのうえで、上司等が、そのメンバーが対象となるのか、なる

場合はどのプロセスまで関わっても良いか等（例：特定ミーティン
グには参加しない）を決定

 ジョブディスクリプションや、オンボーディングをする際の資料に、
そのような行動が求められている旨、明記

 なお、最終的な責任を取るのは、各プロジェクトのシニア・レスポ
ンシブル・オフィサー（SRO）であり、何か問題が生じた際は、
SROが説明責任を持つ

資料：各国の状況について、専門職員へのインタビュー調査を実施（ヒアリングベースのため一部不正確な情報が含まれている可能性があります）
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「公平性・透明性の高い入札制限ルールの在り方」の検討にあたり
下記のサブテーマを中心に議論（第二回）

公平性・透明性の高い
入札制限ルールの在り方

入札制限ルールの明確化

メインテーマ サブテーマ 具体的な検討項目の例

 対象者、対象行為、制限対象
企業等の範囲の明確化

 現ルールにはない不公平要
因への対応

 ジョブディスクリプションの記
載の明確化

日々の業務を通じた
ルール遵守のための運用・管理

 組織において担当をする部署

 その部署の、調達前、調達
中、調達後の役割
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多様なシステム開発ニーズに対応した柔軟な調達の在り方
（第三回検討会の主トピック）

2
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「多様なシステム開発ニーズに対応した柔軟な調達の在り方」

民間企業とのヒアリングを通じた主な論点：

調達する際の
プロセスと体制
（契約形態等）

多種多様なベンダー
の参加、適切な
ベンダー選定

プロセスの明確化・
透明性向上

 アジャイル開発での調達を実施する場合、予算
要求、契約、チーム体制について従来よりも、柔
軟な運用を可能とする必要

主な論点 実際のコメント（例示的）

 政府で一般的な請負契約は、固定成
果・固定価格を前提としているため、結
果に齟齬が生じてしまうアジャイル開
発を実施することは実質不可能か

 PMロールの内製化が重要である

資料：民間企業8社とのヒアリング

 新規参入を可能とするためには、事前の十分な
意見聴取とベンダーロックイン防止の対策が
必要

 調達前の意見聴取の期間が短い、情
報提供が不十分

 入札等級が低い企業は参入経路が閉
ざされがち

 調達検討過程・調達過程・その後の過程含め、

あらゆるプロセスをできる限りオープンにする
検討が必要

 仕様書策定や落札者決定等のプロセ
スをオープン化すべき

 理想的にはプロセスを進めながら過程
をオープンにしていくことが望ましい
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「多様なシステム開発ニーズに対応した柔軟な調達の在り方」

海外事例調査①：イギリス（GDS）
アジャイル開発を採用する際は、従来とは異なる契約形態やチーム体制を選択

契約形態  請負契約  準委任契約

チーム体制  大規模プロジェクトについては、外
注する場合が多い

 小規模プロジェクトについては、可
能な限り内製化（組織内のメンバー
で構成）

 規模に関わらず、可能な限り内製化
（組織内のメンバーで構成）

 加えて、特定ポジションのみ準委任
契約という形で外部発注

 ただし、PM(プロダクト・マネー
ジャー）は必ず内部から配置

従来（ウォーターフォール型開発）の
契約形態とチーム体制

アジャイル型開発を採用する場合の
契約形態とチーム体制

資料：各国の状況について、直近業務を行っていた職員へのインタビュー調査を実施（ヒアリングベースのため一部不正確な情報が含まれている可能性があります）
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「多様なシステム開発ニーズに対応した柔軟な調達の在り方」

海外事例調査②：オーストラリア（DTA）
デジタルマーケットプレイス通じて、中小企業ベンダーからの調達比率が増加

 ベンダーが簡易に入札手続きを行える「デジタルマーケットプレイス」を2017年に構築

‒ マーケットプレイスでは、サービス開発の調達だけではなく、研究者、クラウド、データセンターの調達先も対象。様々な案件が
各省庁によって登録されている

‒ ベンダーはマーケットプレイスに参加申請後、DTAチームによってプロフィールや実績について精査された後、ベンダーと関連
する案件について通知を受けとることができ、入札が可能となる

 DTAは中小企業・ベンチャーの検討を強く推奨。近年の案件における中小企業による契約金が全体の70%を占めている

企業の特性がすぐに分かるよう
にタギングを実施
（例：中小企業、ベンチャー）

イギリスのGDSにおいても同様のサービスが展開されている

資料：各国の状況について、直近業務を行っていた職員へのインタビュー調査を実施（ヒアリングベースのため一部不正確な情報が含まれている可能性があります）
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「多様なシステム開発ニーズに対応した柔軟な調達の在り方」について
下記のサブテーマを中心に議論（第三回）

多様なシステム開発ニーズに
対応した柔軟な調達の在り方

調達する際のプロセスと体制
（契約形態等）

多種多様なベンダーの参加、
適切なベンダー選定

メインテーマ サブテーマ 具体的な検討項目の例

 柔軟な金額・期間・開発内容
を許容する契約形態等

 様々な企業が参入可能な仕
組み

 早期から多数の企業と意見
交換をする方法

プロセスの明確化・透明性向上

 調達プロセスを明確化

 公開にする情報の範囲


